
 

＜介護保険法（抜粋）＞ 

第六章 地域支援事業等  

（地域支援事業） 

 第１１５条の４５（略） 

２ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態

等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可

能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するた

め、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。  

一  被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の

把握、保健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な情報

の提供、関係機関との連絡調整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の

増進を図るための総合的な支援を行う事業  

二  被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保

険者の権利擁護のため必要な援助を行う事業  

三  保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サ

ービス計画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象サ

ービスの利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当

該被保険者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう、包括的

かつ継続的な支援を行う事業  

四  医療に関する専門的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における

医療を提供する医療機関その他の関係者の連携を推進するものとして厚生労

働省令で定める事業（前号に掲げる事業を除く。）  

五  被保険者の地域における自立した日常生活の支援及び要介護状態等となる

ことの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止に係る体制の整備そ

の他のこれらを促進する事業  

六  保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による認知症の早期にお

ける症状の悪化の防止のための支援その他の認知症である又はその疑いのあ

る被保険者に対する総合的な支援を行う事業  

 


